
障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考

趣旨 第１条 ×
削除（省令中の従うべき基準にあたる条文等を規定した内容であり市条
例には必要なし）

定義 第２条 × 変更の余地がない基本的な事項
指定障害福祉サービス事業者の一般原則 第３条 × 変更の余地がない基本的な事項

第１節 基本方針 第４条 × 変更の余地がない基本的な事項
従業者の員数 第５条 ○ × 第７条において準用する場合を含む
管理者 第６条 ○ × 第７条、第１１６条及び第１２８条において準用する場合を含む
準用 第７条 × 準用規定

第３節 設備に関する基準 設備及び備品等 第８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

第二章

居宅介
護、重度
訪問介
護、同行
援護及び

第２節 人員に関する基準

凡　例

従うべき基準、標準とする基準及び参酌すべき基準の分類詳細

章 節

第一章 総則

「従う」欄に「○」がついている場合は従うべき基準

「標準」欄に「○」がついている場合は標準とすべき基準

「従う」欄と「標準」欄のいずれにも「○」がついてない場合は参酌すべき基準

市の独自基準を設

定する（国の省令と

は違う規定をする）



障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考

趣旨 第１条 ×
削除（省令中の従うべき基準にあたる条文等を規定した内容であり市条
例には必要なし）

定義 第２条 × 変更の余地がない基本的な事項
指定障害福祉サービス事業者の一般原則 第３条 × 変更の余地がない基本的な事項

第１節 基本方針 第４条 × 変更の余地がない基本的な事項
従業者の員数 第５条 ○ × 第７条において準用する場合を含む
管理者 第６条 ○ × 第７条、第１１６条及び第１２８条において準用する場合を含む
準用 第７条 × 準用規定

第３節 設備に関する基準 設備及び備品等 第８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

内容及び手続きの説明及び同意 第９条 ○ ×

【第１条第７号】第四十三条第一項及び第二項、第七十六条、第九十三
条、第百二十五条、第百三十六条、第百五十四条、第百六十二条、第
百七十一条、第百八十四条、第百九十七条、第二百二条並びに第二百
十三条において準用する場合を含む。【第１条第１号】第４８条第１項及
び第２項、第２０６条並びに第２２３条第１項において準用する場合に限
る

契約支給量の報告等 第１０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

提供拒否の禁止 第１１条 ○ ×

【第１条第７号】第四十三条第一項及び第二項、第七十六条、第九十三
条、第百二十五条、第百三十六条、第百五十四条、第百六十二条、第
百七十一条、第百八十四条、第百九十七条、第二百二条並びに第二百
十三条において準用する場合を含む。【第１条第１号】第４８条第１項及
び第２項、第２０６条並びに第２２３条第１項において準用する場合に限
る

連絡調整に対する協力 第１２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
サービス提供困難時の対応 第１３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
受給資格の確認 第１４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
介護給付費の申請に係る援助 第１５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
心身の状況等の把握 第１６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
指定障害福祉サービス事業者等との連携等 第１７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
身分を証する書類の携行 第１８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
サービスの提供の記録 第１９条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（監査、実地指導等）
指定居宅介護事業者が支給決定障害者等に求めることのできる金銭の支払いの範囲 第２０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
利用者負担額の受領 第２１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
利用者負担額に係る管理 第２２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
介護給付費の額に係る通知等 第２３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
指定居宅介護の基本取扱方針 第２４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
指定居宅介護の具体的取扱方針 第２５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
居宅介護計画の作成 第２６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準と連動）
同居家族に対するサービス提供の禁止 第２７条 ○ × 第４３条第１項及び第２項において準用する場合を含む
緊急時の対応 第２８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
支給決定障害者等に関する市町村への通知 第２９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
管理者及びサービス提供責任者の責務 第３０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準と連動）
運営規程 第３１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
介護等の総合的な提供 第３２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
勤務体制の確保 第３３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準と連動）
衛生管理等 第３４条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
掲示 第３５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

秘密保持等 第３６条 ○ ×

【第１条第７号】第四十三条第一項及び第二項、第七十六条、第九十三
条、第百二十五条、第百三十六条、第百五十四条、第百六十二条、第
百七十一条、第百八十四条、第百九十七条、第二百二条並びに第二百
十三条において準用する場合を含む。【第１条第１号】第４８条第１項及
び第２項、第２０６条並びに第２２３条第１項において準用する場合に限
る

情報の提供等 第３７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
利益供与等の禁止 第３８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
苦情解決 第３９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

事故発生時の対応 第４０条 ○ ×

【第１条第７号】第四十三条第一項及び第二項、第七十六条、第九十三
条、第百二十五条、第百三十六条、第百五十四条、第百六十二条、第
百七十一条、第百八十四条、第百九十七条、第二百二条並びに第二百
十三条において準用する場合を含む。【第１条第１号】第４８条第１項及
び第２項、第２０６条並びに第２２３条第１項において準用する場合に限
る

会計の区分 第４１条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（社会福祉法人等会計基

記録の整備 第４２条 ×
緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（法第４８～５０条　監査、実
地指導等）

準用 第４３条 × 準用規定
従業者の員数 第４４条 ○ × 第４８条第２項において準用する場合を含む
管理者 第４５条 ○ × 第４８条第２項において準用する場合を含む
設備及び備品等 第４６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
同居家族に対するサービス提供の制限 第４７条 ○ × 第４８条第２項において準用する場合を含む
運営に関する基準 第４８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

第１節 基本方針 第４９条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第６項に対応）

第二章

居宅介
護、重度
訪問介
護、同行
援護及び
行動援護

第５節

第４節

第２節

第一章 総則

人員に関する基準

運営に関する基準

基準該当障害福祉
サービスに関する基
準

章 節

療養介護第三章



条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考章 節

従業者の員数 第５０条 ○ ×

管理者 第５１条 ○ ×
【第１条第５号】第８０条、第１５７条、第１６７条、第１７７条、第１８７条及
び第１９９条において準用する場合を含む。【第１条第１号】第２０６条に
おいて準用する場合に限る

1 ○ × 病室に係る部分に限る
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

契約支給量の報告等 第５３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

サービスの提供の記録 第５３条の２ ×
緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（法第４８～５０条　監査、実
地指導等）

利用者負担額の受領 第５４条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
利用者負担額に係る管理 第５５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
介護給付費の額に係る通知等 第５６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
指定療養介護の取扱方針 第５７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
療養介護計画の作成等 第５８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準と連動）
サービス管理責任者の責務 第５９条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準と連動）
相談及び援助 第６０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
機能訓練 第６１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
5 ○ ×

その他のサービスの提供 第６３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
緊急時等の対応 第６４条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
支給決定障害者に関する市町村への通知 第６５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
管理者の責務 第６６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
運営規程 第６７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
勤務体制の確保等 第６８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準と連動）
定員の遵守 第６９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
非常災害対策 第７０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
衛生管理等 第７１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
掲示 第７２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

身体拘束等の禁止 第７３条 ○ ×

【第１条第７号】第九十三条、第百二十五条、第百五十四条、第百六十
二条、第百七十一条、第百八十四条、第百九十七条、第二百二条及び
第二百十三条において準用する場合を含む。【第１条第１号】第２０６条
並びに第２２３条第２項から第５項までにおいて準用する場合に限る

地域との連携等 第７４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

記録の整備 第７５条 ×
緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（法第４８～５０条　監査、実
地指導等）

準用 第７６条 × 準用規定
第１節 基本方針 第７７条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第７項に対応）

従業者の員数 第７８条 ○ ×
1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

2 ○ ×
第１５７条、第１６７条、第１７７条、第１８７条及び第１９９条において準用
する場合を含む

準用 第８０条 × 準用規定
第３節 設備に関する基準 設備 第８１条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。

利用者負担額の受領 第８２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
5 ○ ×
6 ○ × 第２２３条第２項において準用する場合を含む

生産活動 第８４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
工賃の支払 第８５条 ○ × 第１８４条及び第２２３条第２項において準用する場合を含む
食事 第８６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
健康管理 第８７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
支給決定障害者に関する市町村への通知 第８８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
運営規程 第８９条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
衛生管理等 第９０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
協力医療機関 第９１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
掲示 第９２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
準用 第９３条 × 準用規定

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）
3 ○ ×
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）
1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）

設備

看護及び医学的管理の下における介護

従たる事業所を設置する場合における特例

介護

基準該当生活介護の基準

指定小規模多機能型居宅介護事業所に関する特例

第８３条

第７９条

第３節 設備に関する基準 第５２条

第９４条

第９４条の２

第６２条

人員に関する基準

運営に関する基準

人員に関する基準

運営に関する基準

基準該当障害福祉
サービスに関する基
準

第四章 生活介護

第２節

第４節

第５節

療養介護第三章

第２節

第４節



条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考章 節

2 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）
4 ○ ×
5 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）

準用 第９５条 × 準用規定
第五章

第１節 基本方針 第１１４条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第８項に対応）
従業者の員数 第１１５条 ○ ×
準用 第１１６条 × 準用規定

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
4 ○ × 居室に係る部分に限る

1 ○ × ハのみ
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
5 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

指定短期入所の開始及び終了 第１１８条 × 変更の余地がない基本的な事項
入退所の記録の記載等 第１１９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
利用者負担額等の受領 第１２０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
指定短期入所の取扱方針 第１２１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
サービスの提供 第１２２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
運営規程 第１２３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
定員の遵守 第１２４条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
準用 第１２５条 × 準用規定

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）
2 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）
3 ○ ×
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）

準用 第１２５条の３ × 準用規定
第１節 基本方針 第１２６条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第９項に対応）

従業者の員数 第１２７条 ○ ×
準用 第１２８条 × 準用規定

第３節 設備に関する基準 準用 第１２９条 × 準用規定
実施主体 第１３０条 × 変更の余地がない基本的な事項
事業所の体制 第１３１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

指定重度障害者等包括支援の取扱方針 第１３３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
サービス利用計画の作成 第１３４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
運営規程 第１３５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
準用 第１３６条 × 準用規定

第１節 基本方針 第１３７条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第１０項に対応）
従業者の員数 第１３８条 ○ ×
管理者 第１３９条 ○ × 第２０９条において準用する場合を含む

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 × 人員基準や報酬と連動しないため緩和することは困難。
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
4 ○ × 人員基準や報酬と連動しないため緩和することは困難。 第２１０条において重要する場合を含む
5 ○ × 居室に係る部分に限る。第２１０条において準用する場合を含む
6 ○ × 人員基準や報酬と連動しないため緩和することは困難。 第２１０条において重要する場合を含む
7 1 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

2 ○ × 第２１０条において準用する場合を含む
入退去 第１４１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
入退去の記録の記載等 第１４２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
利用者負担額等の受領 第１４３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
利用者負担額に係る管理 第１４４条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
指定共同生活介護の取扱方針 第１４５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
サービス管理責任者の責務 第１４６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

1 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
2 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
3 ○ ×

社会生活上の便宜の供与等 第１４８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
運営規程 第１４９条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
勤務体制の確保等 第１５０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準と連動）
支援体制の確保 第１５１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
定員の遵守 第１５２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
協力医療機関等 第１５３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
準用 第１５４条 × 準用規定

設備設備に関する基準第３節

介護及び家事等

指定小規模多機能型居宅介護事業所に関する特例

設備及び備品等

指定小規模多機能型居宅介護事業所に関する特例

障害福祉サービスの提供に係る基準

削除

運営に関する基準

基準該当障害福祉
サービスに関する基
準

第八章
共同生活
介護

第２節

第４節

重度障害
者等包括
支援

第七章

第２節

第４節

人員に関する基準

第六章 短期入所

第２節

第４節

人員に関する基準

運営に関する基準

人員に関する基準

運営に関する基準

第９４条の２

基準該当障害福祉
サービスに関する基
準

第四章 生活介護

第５節

5

第１１７条設備に関する基準第３節

第１３２条

第１４０条

第１２５条の２

第１４７条

第５節



条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考章 節

第１節 基本方針 第１５５条 ×
変更の余地がない基本的な事項（法第５条第１３項及び施行規則第６条
の６第１号に対応）

従業者の員数 第１５６条 ○ ×
準用 第１５７条 × 準用規定

第３節 設備に関する基準 準用 第１５８条 × 準用規定
利用者負担額等の受領 第１５９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

3 ○ ×
【第１条第５項】第１７１条、第１８４条、第１９７条及び第２０２条において
準用する場合を含む【第１条第１項】第２０６条において準用する場合に
限る

4 ○ ×
第百七十一条、第百八十四条、第百九十七条及び第二百二条、第２０６
条及び第２２３条第３項から第５項までにおいて準用する場合を含む

地域生活への移行のための支援 第１６１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
準用 第１６２条 × 準用規定

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）
3 ○ ×
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）

準用 第１６４条 × 準用規定

第１節 基本方針 第１６５条 ×
変更の余地がない基本的な事項（法第５条第１３項及び施行規則第６条
の６第２号に対応）

従業者の員数 第１６６条 ○ ×
準用 第１６７条 × 準用規定

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
本文 ○ × 居室に係る部分に限る

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 ロのみ及び附則第１８条
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
5 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

第１６９条

サービスの提供の記録 第１６９条の２ ×
緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（法第４８～５０条　監査、実
地指導等）

利用者負担額等の受領 第１７０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

記録の整備 第１７０条の２ ×
緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（法第４８～５０条　監査、実
地指導等）

準用 第１７１条 × 準用規定
1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）
3 ○ ×
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）

準用 第１７３条 × 準用規定
第１節 基本方針 第１７４条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第１４項に対応）

従業者の員数 第１７５条 ○ ×
認定指定就労移行支援事業所の従業者の員数 第１７６条 ○ ×
準用 第１７７条 × 準用規定

認定指定就労移行支援事業所の設備 第１７８条 ×
緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（あん摩マッサージ指圧師、
はり師及びきゅう師に係る学校養成施設認定規則）

準用 第１７９条 × 準用規定
実習の実施 第１８０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
求職活動の支援等の実施 第１８１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
職場への定着のための支援の実施 第１８２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
就職状況の報告 第１８３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
準用 第１８４条 × 準用規定

第１節 基本方針 第１８５条 ×
変更の余地がない基本的な事項（法第５条第１５項及び施行規則第６条
の１０第１号に対応）

従業者の員数 第１８６条 ○ × 第１９９条で準用する場合を含む
準用 第１８７条 × 準用規定

第３節 設備に関する基準 設備 第１８８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
実施主体 第１８９条 ○ ×
雇用契約の締結等 第１９０条 ○ ×
就労 第１９１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
賃金及び工賃 第１９２条 ○ ×
実習の実施 第１９３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
求職活動の支援等の実施 第１９４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
職場への定着のための支援等の実施 第１９５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
利用者及び従業者以外の者の雇用 第１９６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
準用 第１９７条 × 準用規定

訓練

基準該当自立訓練（機能訓練）の基準

設備

削除

基準該当自立訓練（生活訓練）の基準

人員に関する基準

運営に関する基準

基準該当障害福祉
サービスに関する基
準

人員に関する基準

設備に関する基準

人員に関する基準

運営に関する基準

第１７２条

運営に関する基準

就労継続
支援A型

第十二章

第２節

第４節

人員に関する基準

運営に関する基準

第十一章
就労移行
支援

第２節

第３節

第４節

第十章
自立訓練
（生活訓
練）

第２節

第４節

第５節

第九章
自立訓練
（機能訓
練）

第２節

第４節

第５節

3第１６８条設備に関する基準第３節

第１６０条

第１６３条
基準該当障害福祉
サービスに関する基
準



条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考章 節

第１節 基本方針 第１９８条 ×
変更の余地がない基本的な事項（法第５条第１５項及び施行規則第６条
の１０第２号に対応）

第２節 人員に関する基準 準用 第１９９条 × 準用規定
第３節 設備に関する基準 準用 第２００条 × 準用規定

工賃の支払等 第２０１条 ○ ×
準用 第２０２条 × 準用規定

1 ○ ×
2 ○ ×
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準該当）

運営規程 第２０４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
工賃の支払 第２０５条 ○ ×
準用 第２０６条 × 準用規定

第１節 基本方針 第２０７条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第１６項に対応）
従業者の員数 第２０８条 ○ ×
準用 第２０９条 × 準用規定

第３節 設備に関する基準 準用 第２１０条 × 準用規定
1 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
2 ○ ×

勤務体制の確保等 第２１２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準と連動）
準用 第２１３条 × 準用規定

第２１４条
従業者の員数等に関する特例 第２１５条 ○ ×
設備の特例 第２１６条 × 原則を緩和する規定であり更なる緩和は不可能
従業者の員数に関する特例 第２１７条 ○ ×
設備及び定員の遵守に関する特例 第２１８条 ○ × 原則を緩和する規定であり更なる緩和は不可能 附則第１８条含む
離島その他の地域における基準該当障害福祉サービスに関する基準 第２１９条 × 原則を緩和する規定であり更なる緩和は不可能
従業者の員数 第２２０条 ○ ×
管理者 第２２１条 ○ ×
利用定員 第２２２条 ○ × 人員基準や報酬と連動しないため緩和することは困難。
準用 第２２３条 × 準用規定

実施主体等

家事等

削除

第２１１条

第２０３条

第十七章

第十六章

第十五章

一体的指定共同生活介護事業所等に関す
る特例

離島その他の地域における基準該当障害
福祉サービスに関する基準

多機能型に関する特例

第２節

第４節

第４節

第５節

運営に関する基準

運営に関する基準

基準該当障害福祉
サービスに関する基
準

人員に関する基準

第十三章
就労継続
支援B型

共同生活
援助

第十四章



障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準

見出し 条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考

趣旨 第１条 × 削除（省令中の従うべき基準にあたる条文等を規定した内容であり市条例には必要なし）

定義 第２条 × 変更の余地がない基本的な事項
障害福祉サービス事業者の一般原則 第３条 × 変更の余地がない基本的な事項
基本方針 第４条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第６項に対応）
構造設備 第５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
管理者の資格要件 第６条 ○ ×
運営規程 第７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
非常災害対策 第８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
記録の整備 第９条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（法第４８～５０条　監査、実地指導等）

規模 第１０条 ○ × 人員基準や報酬が連動しないため、変更は困難
1 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 病室に係る部分に限る。
2 × 原則を緩和する特例規定であり、さらなる緩和は不可能
1 ○ ×
2 ○ ×
3 ○ × 基準第１０条に連動するため、変更できない。
4 ○ ×
5 ○ ×
6 ○ ×
7 ○ ×

心身の状況等の把握 第１３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（法第５条第２１項に対応）

障害福祉サービス事業者との連携等 第１４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
療養介護事業者が利用者に求めることができる金銭の支払の範囲等 第１５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
療養介護の取扱方針 第１６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
療養介護計画の作成等 第１７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準と連動）

サービス管理責任者の責務 第１８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準と連動）

相談及び援助 第１９条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
機能訓練 第２０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第４条に連動）

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第４条に連動）

2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第４条に連動）

3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第４条に連動）

4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第４条に連動）

5 ○ ×
その他のサービスの提供 第２２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
緊急時等の対応 第２３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
管理者の責務 第２４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第６条に連動）

勤務体制の確保等 第２５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第１２、２１条に連動）

定員の遵守 第２６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
衛生管理等 第２７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
身体拘束等の禁止 第２８条 ○ × 第５０条、第５５条、第６１条、第７０条、第８５条及び第８８条において準用する場合を含む。

秘密保持等 第２９条 ○ × 第５０条、第５５条、第６１条、第７０条、第８５条及び第８８条において準用する場合を含む。

苦情解決 第３０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
地域との連携等 第３１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
事故発生時の対応 第３２条 ○ × 第５０条、第５５条、第６１条、第７０条、第８５条及び第８８条において準用する場合を含む。

基本方針 第３３条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第７項に対応）
構造設備 第３４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
管理者の資格要件 第３５条 ○ × 第５５条、第６１条及び第７０条において準用する場合を含む。

運営規程 第３６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
規模 第３７条 ○ × 人員基準や報酬が連動しないため、変更は困難 第５５条、第６１条及び第７０条において準用する場合を含む。

設備の基準 第３８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
1 ○ ×
2 ○ ×
3 ○ × 基準第３７条に連動するため、変更できない。
4 ○ ×
5 ○ ×
6 ○ ×
7 ○ ×
8 ○ ×
1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

第３９条

第４０条

第１２条

第一章 総則

章

療養介護第二章

生活介護第三章

設備の基準 第１１条

職員の配置の基準

職員の配置の基準

従たる事業所を設置する場合における特例

看護及び医学的管理の下における介護 第２１条



見出し 条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考章

2 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 第５５条、第６１条及び第７０条において準用する場合を含む。

3 ○ × 第５５条、第６１条及び第７０条において準用する場合を含む。

サービス提供困難時の対応 第４１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３３条に連動）

2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３３条に連動）

3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３３条に連動）

4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３３条に連動）

5 ○ ×
6 ○ ×

生産活動 第４３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
工賃の支払 第４４条 ○ × 第７０条において準用する場合を含む。
食事 第４５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
健康管理 第４６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
緊急時等の対応 第４７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
衛生管理等 第４８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
協力医療機関 第４９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
準用 第５０条 ○ ×
基本方針 第５１条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第１３項に対応）
職員の配置の基準 第５２条 ○ ×

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第５１条に連動）

2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第５１条に連動）

3 ○ × 第６１条、第７０条、第８５条及び第８８条において準用する場合を含む。

4 ○ ×
地域生活への移行のための支援 第５４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第５１条に連動）

準用 第５５条 ○ ×
基本方針 第５６条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第１３項に対応）
規模 第５７条 ○ × 人員基準や報酬が連動しないため、変更は困難

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
本文 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 本文（居室に係る部分に限る）

1 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 １号ロのみ
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
5 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
6 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
7 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

職員の配置の基準 第５９条 ○ ×
（削除） 第６０条 × 削除
準用 第６１条 ○ ×
基本方針 第６２条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第１４項に対応）
認定就労移行支援事業所の設備 第６３条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師に係る学校養成施設認定規則）

職員の配置の基準 第６４条 ○ ×
認定就労移行支援事業所の職員の員数 第６５条 ○ ×
実習の実施 第６６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
求職活動の支援等の実施 第６７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
職場への定着のための支援の実施 第６８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
就職状況の報告 第６９条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
準用 第７０条 ○ ×
基本方針 第７１条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第１５項に対応）
管理者の資格要件 第７２条 ○ × 第８８条において準用する場合を含む。
規模 第７３条 ○ × 人員基準や報酬が連動しないため、変更は困難
設備の基準 第７４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
職員の配置の基準 第７５条 ○ × 第８８条において準用する場合を含む。

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 第８８条において準用する場合を含む
3 ○ × 第８８条において準用する場合を含む

実施主体 第７７条 ○ ×
雇用契約の締結等 第７８条 ○ ×
就労 第７９条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

第四章

第４０条

自立訓練（生活訓練）第五章

就労移行支援第六章

第七章 就労継続支援A型

生活介護第三章

自立訓練（機能訓練）

従たる事業所を設置する場合における特例 第７６条

第５８条設備の基準

従たる事業所を設置する場合における特例

介護

3

第４２条

訓練 第５３条



見出し 条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考章

賃金及び工賃 第８０条 ○ ×
実習の実施 第８１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
求職活動の支援等の実施 第８２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
職場への定着のための支援等の実施 第８３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
利用者及び職員以外の者の雇用 第８４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
準用 第８５条 ○ ×
基本方針 第８６条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第１５項に対応）
工賃の支払 第８７条 ○ ×
準用 第８８条 ○ ×
規模に関する特例 第８９条 ○ × 原則を緩和する特例規定であり、さらなる緩和は不可能
職員の員数等の特例 第９０条 ○ ×
設備の特例 第９１条 × 原則を緩和する特例規定であり、さらなる緩和は不可能

第八章 就労継続支援B型

第九章 多機能型に関する特例

第七章 就労継続支援A型



障害者自立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準

条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考

趣旨 第１条 ×

削除（省令中の従うべき基
準にあたる条文等を規定し
た内容であり市条例には必
要なし）

定義 第２条 × 変更の余地がない基本的な事項
指定障害者支援施設等の一般原則 第３条 × 変更の余地がない基本的な事項
従業者の員数 第４条 ○ ×
従業者の員数に関する特例 第４条の２ ○ ×
複数の昼間実施サービスを行う場合における従業者の員数 第５条 ○ ×

1 × 変更の余地がない基本的な事項
2 ○ ×
1 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 居室に係る部分に限る

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 ハのみ
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
5 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
6 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

3 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師に係る学校養成施設認定規則）

4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
設備に関する特例 第６条の２ × 原則を緩和する特例規定であり、さらなる緩和は不可能
内容及び手続きの説明及び同意 第７条 ○ ×
契約支給料の報告等 第８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
提供拒否の禁止 第９条 ○ ×
連絡調整に対する協力 第１０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
サービス提供困難時の対応 第１１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
受給資格の確認 第１２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
介護給付費又は訓練等給付費の支給の申請に係る援助 第１３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
心身の状況等の把握 第１４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
指定障害福祉サービス事業者等との連携等 第１５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
身分を証する書類の携行 第１６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
サービスの提供の記録 第１７条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（監査、実地指導等）
指定障害者支援施設等が支給決定障害者等に求めることのできる金銭の支払いの範囲 第１８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
利用者負担額の受領 第１９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
利用者負担額に係る管理 第２０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
介護給付費の額に係る通知等 第２１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
施設障害福祉サービスの取扱方針 第２２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
施設障害福祉サービス計画の作成 第２３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準に連動）
サービス管理責任者の責務 第２４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準に連動）
相談等 第２５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
5 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
6 ○ ×
7 ○ ×
1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
3 ○ ×
4 ○ ×

生産活動 第２８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
工賃の支払等 第２９条 ○ ×
実習の実施 第３０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

第２６条介護

第２節 設備に関する基準
2

第６条設備

従たる事業者を設置する場合における特例 第５条の２

人員に関する基準第１節

章 節

第一章 総則

第２章

指定障害
者支援施
設等の人
員、設備
及び運営
に関する
基準

第３節 運営に関する基準

訓練 第２７条



条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考章 節

求職活動の支援等の実施 第３１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
職場への定着のための支援の実施 第３２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
就職状況の報告 第３３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
食事 第３４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
社会正活上の便宜の供与等 第３５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
健康管理 第３６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
緊急時等の対応 第３７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
施設入所支援利用者の入院期間中の取扱い 第３８条 ○ ×
給付金として支払を受けた金銭の管理 第３８条の２ × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
支給決定障害者に関する市町村への通知 第３９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

1 ○ ×
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

運営規定 第４１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
勤務体制の確保 第４２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
定員の遵守 第４３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
非常災害対策 第４４条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
衛生管理等 第４５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
協力医療機関等 第４６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
掲示 第４７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
身体拘束等の禁止 第４８条 ○ ×
秘密保持等 第４９条 ○ ×
情報の提供等 第５０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
利益供与等の禁止 第５１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
苦情解決 第５２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
地域との連携等 第５３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
事故発生時の対応 第５４条 ○ ×
会計の区分 第５５条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（社会福祉法人等会計基準）

記録の整備 第５６条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（監査、実地指導等）

第２章

指定障害
者支援施
設等の人
員、設備
及び運営
に関する
基準

第３節 運営に関する基準

第４０条管理者による管理等



障害者自立支援法に基づく障害者支援施設等の設備及び運営に関する基準

条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考

趣旨 第１条 ×

削除（省令中の従うべき基準
にあたる条文等を規定した内
容であり市条例には必要な
し）定義 第２条 × 変更の余地がない基本的な事項

障害者支援施設等の一般原則 第３条 × 変更の余地がない基本的な事項
構造設備 第４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
施設長の資格要件 第５条 ○ ×
運営規定 第６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
非常災害対策 第７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
記録の整備 第８条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（監査、実地指導等）
規模 第９条 ○ × 人員基準や報酬が連動しないため、変更は困難

1 ○ ×
1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 ハのみ
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
5 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
6 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
7 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
8 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

3 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師に係る学校養成施設認定規則）

4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
1 ○ ×
2 ○ ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 ロのみ標準とすべき基準
3 ○ ×
4 ○ ×
5 ○ ×
6 ○ ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 ロのみ標準とすべき基準
7 ○ ×

2 ○ ×
3 ○ ×
4 ○ ×

複数の昼間実施サービスを行う場合における職員の員数 第１２条 ○ ×
1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 ○ ×

サービス提供困難時の対応 第１３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
心身の状況等の把握 第１４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
指定障害福祉サービス事業者等との連携等 第１５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
障害者支援施設等が支給決定障害者等に求めることのできる金銭の支払いの範囲 第１６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
施設障害福祉サービスの取扱方針 第１７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
施設障害福祉サービス計画の作成 第１８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
サービス管理責任者の責務 第１９条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準に連動）
相談等 第２０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
5 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
6 ○ ×
7 ○ ×
1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）

第２２条

第一章 総則

2

章

1

職員の配置の基準 第１１条

第二章
設備及び運営に関
する基準

従たる事業所を設置する場合における特例 第１２条の２

第１０条設備の基準

介護 第２１条

訓練



条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考章

3 ○ ×
4 ○ ×

生産活動 第２３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
工賃の支払等 第２４条 ○ ×
実習の実施 第２５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
給職活動の支援等の実施 第２６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
職場への定着のための支援の実施 第２７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
就職状況の報告 第２８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
食事 第２９条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
社会生活上の便宜の供与等 第３０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
健康管理 第３１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
緊急時等の対応 第３２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
施設入所支援利用者の入院期間中の取扱い 第３３条 ○ ×
給付金として支払を受けた金銭の管理 第３３条の２ × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
施設長の責務 第３４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
勤務体制の確保 第３５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
定員の遵守 第３６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
衛生管理等 第３７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
協力医療機関等 第３８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
身体拘束等の禁止 第３９条 ○ ×
秘密保持等 第４０条 ○ ×
苦情解決 第４１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
地域との連携等 第４２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
事故発生時の対応 第４３条 ○ ×

第２２条

第二章
設備及び運営に関
する基準

訓練



障害者自立支援法に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準

見出し 条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考

趣旨 第１条 ×

削除（省令中の従うべき基準
にあたる条文等を規定した内
容であり市条例には必要な
し）

基本方針 第２条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第２６項に対応）
運営規程 第３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
非常災害対策 第４条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
サービスの提供の記録 第５条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる（法第８１条、第８２条　立入等）

記録の整備 第６条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる（法第８１条、第８２条　立入等）

規模 第７条 ○ × 緩和することで市単独負担となる（国庫補助基準に該当しない）。
設備の基準 第８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
職員の配置の基準 第９条 ○ ×

1 × 原則を緩和する特例規定であり、更なる緩和は不可能。
2 ○ ×

利用者に求めることができる金銭の支払の範囲等 第１０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
生産活動 第１１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
工賃の支払 第１２条 ○ ×
定員の遵守 第１３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
衛生管理等 第１４条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
秘密保持等 第１５条 ○ ×
苦情解決 第１６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
事故発生時の対応 第１７条 ○ ×

従たる事業所を設置する場合における特例 第９条の２

章



障害者自立支援法に基づく福祉ホームの設備及び運営に関する基準

見出し 条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考

趣旨 第１条 ×

削除（省令中の従うべき基準
にあたる条文等を規定した内
容であり市条例には必要な
し）

基本方針 第２条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第５条第２７項に対応）
構造設備 第３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
運営規程 第４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
非常災害対策 第５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
サービスの提供の記録 第６条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる（法第８１条、第８２条　立入等）

記録の整備 第７条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる（法第８１条、第８２条　立入等）

規模 第８条 ○ × 緩和することで市単独負担となる（国庫補助基準に該当しない）。
本文 ○ × 居室に係る部分に限る。

1 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
2 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
3 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
4 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
5 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
1 ○ × 「ロ」及び附則第２条の規定による基準が従うべき基準。
2 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
3 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
4 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

3 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
職員の配置の基準 第１０条 ○ ×
利用者に求めることができる金銭の支払の範囲等 第１１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
定員の遵守 第１２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
衛生管理等 第１３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
秘密保持等 第１４条 ○ ×
苦情解決 第１５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
事故発生時の対応 第１６条 ○ ×

章

1

2

第９条設備の基準



児童福祉法に基づく指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準

見出し 条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考

趣旨 第１条 ×
削除（省令中の従うべき基準
にあたる条文等を規定した内
容であり市条例には必要なし）

定義 第２条 × 変更の余地がない基本的な事項
指定障害児通所支援事業者等の一般原則 第３条 × 変更の余地がない基本的な事項

第１節 基本方針 第４条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第６条の２第２項に対応）
従業者の一般原則 第５条 ○ ×

第６条 ○ ×
管理者 第７条 ○ × 第５７条、第６７条及び第７４条において準用する場合を含む。

1 × 原則を緩和する特例規定であり、さらなる緩和は不可能。
2 ○ × 第６７条において準用する場合を含む。

設備 第９条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 指導訓練室及び遊戯室に係る部分に限る。

1 ○ × 「ロ」のみ。
2 ○ ×

3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

利用定員 第１１条 ○ × 人員基準や報酬が連動しないため緩和することは困難。
内容及び手続の説明及び同意 第１２条 ○ × 第６４条、第７１条及び第７９条において準用する場合を含む。

契約支給量の報告等 第１３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
提供拒否の禁止 第１４条 ○ × 第６４条、第７１条及び第７９条において準用する場合を含む。

連絡調整に対する協力 第１５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
サービス提供困難時の対応 第１６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
受給資格の確認 第１７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
障害児通所給付費の支給の申請に係る援助 第１８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
心身の状況等の把握 第１９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
指定障害児通所支援事業者等との連携等 第２０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
サービスの提供の記録 第２１条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる（第２１条の５の２１～第２１条の５の２４）
指定児童発達支援事業者が通所給付決定保護者に求めることのできる金銭の支払の範囲等 第２２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
通所利用者負担額の受領 第２３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
通所利用者負担額に係る管理 第２４条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
障害児通所給付費の額に係る通知等 第２５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
指定児童発達支援の取扱方針 第２６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
児童発達支援計画の作成等 第２７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
児童発達支援管理責任者の責務 第２８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
相談及び援助 第２９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

1 × 事業を行う最低基準であり緩和することは不可能（指定基準第３条に連動）
2 × 事業を行う最低基準であり緩和することは不可能（指定基準第３条に連動）
3 × 事業を行う最低基準であり緩和することは不可能（指定基準第３条に連動）
4 ○ × 第６４条、第７１条及び第７９条において準用する場合を含む。

5 × 事業を行う最低基準であり緩和することは不可能（指定基準第３条に連動）
食事 第３１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
社会生活上の便宜の供与等 第３２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
健康管理 第３３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
緊急時等の対応 第３４条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
通所給付決定保護者に関する市町村への通知 第３５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
管理者の責務 第３６条 × 事業を行う最低基準であり緩和することは不可能（指定基準第３条に連動）
運営規程 第３７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
勤務体制の確保等 第３８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
定員の遵守 第３９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
非常災害対策 第４０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
衛生管理等 第４１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
協力医療機関 第４２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
掲示 第４３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
身体拘束等の禁止 第４４条 ○ × 第６４条、第７１条及び第７９条において準用する場合を含む。

虐待等の禁止 第４５条 ○ × 第６４条、第７１条及び第７９条において準用する場合を含む。

懲戒に係る権限の濫用禁止 第４６条 ○ × 第６４条において準用する場合を含む。

秘密保持等 第４７条 ○ × 第６４条、第７１条及び第７９条において準用する場合を含む。

章 節

第一章 総則

人員に関する基準第２節

設備に関する基準第３節

運営に関する基準第４節

児童発達
支援

第二章

第８条従たる事業所を設置する場合における特例

指導、訓練等 第３０条

第１０条
2



見出し 条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考章 節

情報の提供等 第４８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
利益供与等の禁止 第４９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
苦情解決 第５０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
地域との連携等 第５１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
事故発生時の対応 第５２条 ○ × 第６４条、第７１条及び第７９条において準用する場合を含む。

会計の区分 第５３条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる（社会福祉法人会計基準）
記録の整備 第５４条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる（第２１条の５の２１～第２１条の５の２４）

第１節 基本方針 第５５条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第６条の２第３項に対応）
従業者の員数 第５６条 ○ ×
準用 第５７条 × 準用する規定は従うべき基準（第７条）

1 ○ × 病室に係る部分に限る。
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

利用定員 第５９条 ○ × 人員基準や報酬が連動しないため緩和することは困難。
通所利用者負担額の受領 第６０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
障害児通所給付費の額に係る通知等 第６１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
通所給付決定保護者に関する市町村への通知 第６２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
運営規程 第６３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
準用 第６４条 × 準用する規定は従うべき基準（第４４条～第４７条、第５２条）

第１節 基本方針 第６５条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第６条の２第４項に対応）
従業者の員数 第６６条 ○ ×
準用 第６７条 × 準用する規定は従うべき基準（第８条第２項）

第３節 設備に関する基準 設備 第６８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
利用定員 第６９条 ○ × 人員基準や報酬が連動しないため緩和することは困難。
通所利用者負担額の受領 第７０条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
準用 第７１条 × 準用する規定は従うべき基準（第１２条、第１４条、第３０条第４項、第４４条～第４７条、第５２条）

第１節 基本方針 第７２条 × 変更の余地がない基本的な事項（法第６条の２第５項に対応）
従業者の員数 第７３条 ○ ×
準用 第７４条 × 準用する規定は従うべき基準（第７条）

第３節 設備に関する基準 設備 第７５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
身分を証する書類の携行 第７６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
通所利用者負担額の受領 第７７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
運営規程 第７８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
準用 第７９条 × 準用する規定は従うべき基準（第１２条、第１４条、第３０条第４項、第４４条～第４７条、第５２条）

従業者の員数に関する特例 第８０条 ○ ×
設備に関する特例 第８１条 × 原則を緩和する特例規定であり、さらなる緩和は不可能。
利用定員に関する特例 第８２条 ○ × 原則を緩和する特例規定であり、さらなる緩和は不可能。
施行期日 第１条 × 基本的な事項であるため変更の余地なし（施行期日）
経過措置 第２条 ○ × 置くべき従業者及びその員数に係る部分に限る。

第３条 ○ ×

人員に関する基準第２節

医療型児
童発達支
援

第三章

附則

運営に関する基準第４節

児童発達
支援

第二章

運営に関する基準

運営に関する基準第４節

放課後等
デイサー
ビス

第四章

第３節

第４節

第２節 人員に関する基準

多機能型事
業所に関す
る特例

第六章

第２節 人員に関する基準

運営に関する基準第４節

保育所等
訪問支援

第五章

第５８条設備設備に関する基準
1



児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準

条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考

趣旨 第１条 ×

削除（省令中の従うべき基
準にあたる条文等を規定し
た内容であり市条例には必
要なし）

定義 第２条 × 変更の余地がない基本的な事項
指定障害児入所施設等の一般原則 第３条 × 変更の余地がない基本的な事項

第１節 人員に関する基準 従業者の員数 第４条 ○ ×
1 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 居室に係る部分に限る
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
2 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 面積に係る部分に限る
3 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 面積に係る部分に限る

4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
5 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
6 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

内容及び手続きの説明及び同意 第６条 ○ × 第５７条において準用する場合を含む

提供拒否の禁止 第７条 ○ × 第５７条において準用する場合を含む

あっせん、調整及び要請に対する協力 第８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
サービス提供困難時の対応 第９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
受給資格の確認 第１０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
障害児入所給付費の支給の申請に係る援助 第１１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
心身の状況等の把握 第１２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
居住地の変更が見込まれる者への対応 第１３条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
入退所の記録の記載等 第１４条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
サービスの提供の記録 第１５条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（監査、実地指導等）
指定福祉型障害児入所施設が入所給付決定保護者に求めることのできる金銭の支払いの範囲等 第１６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
入所利用者負担額の受領 第１７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
入所利用者負担額に係る管理 第１８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
障害児入所給付費の額に係る通知等 第１９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
指定入所支援の取扱方針 第２０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
入所支援計画の作成等 第２１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
児童発達支援管理責任者の責務 第２２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（人員基準に連動）

検討等 第２３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
相談及び援助 第２４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

1 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）

2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）

3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能（基準第３条に連動）

4 ○ × 第５７条において準用する場合を含む

5 ○ × 第５７条において準用する場合を含む

食事 第２６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
社会生活上の便宜の供与等 第２７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
健康管理 第２８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
緊急時等の対応 第２９条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
障害児の入院期間中の取扱い 第３０条 ○ × 第５７条において準用する場合を含む

給付金として支払を受けた金銭の管理 第３１条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
入所給付決定保護者に関する都道府県への通知 第３２条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。

1 ○ × 第５７条において準用する場合を含む

2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

運営規定 第３４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
勤務体制の確保 第３５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
定員の遵守 第３６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
非常災害対策 第３７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
衛生管理等 第３８条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
協力医療機関等 第３９条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
掲示 第４０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
身体拘束等の禁止 第４１条 ○ × 第５７条において準用する場合を含む

章 節

第一章 総則
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第２章

指定福祉
型障害児
入所施設
の人員、
設備及び
運営に関
する基準

第３節 運営に関する基準

指導、訓練等 第２５条

管理者による管理等 第３３条

第２節 設備に関する基準 設備 第５条



条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考章 節

虐待等の禁止 第４２条 ○ × 第５７条において準用する場合を含む

懲戒に係る権限の濫用禁止 第４３条 ○ × 第５７条において準用する場合を含む

秘密保持等 第４４条 ○ × 第５７条において準用する場合を含む

情報の提供等 第４５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
利益供与等の禁止 第４６条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
苦情解決 第４７条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
地域との連携等 第４８条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
事故発生時の対応 第４９条 ○ × 第５７条において準用する場合を含む

会計の区分 第５０条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（社会福祉法人等会計基準）

記録の整備 第５１条 × 緩和することで他の規定との齟齬が生じる。（監査、実地指導等）

第１節 人員に関する基準 従業者の員数 第５２条 ○ ×
1 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 病室に係る部分に限る
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
5 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

入所利用者負担額の受領 第５４条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
障害児入所給付費の額に係る通知等 第５５条 × 緩和することで利用者に著しい不利益が生じる。
協力医療機関等 第５６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
準用 第５７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
施行期日 第１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

第２条 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 面積に係る部分に限る
第３条 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 面積に係る部分に限る

第２章

指定福祉
型障害児
入所施設
の人員、
設備及び
運営に関
する基準

第３節 運営に関する基準

第５３条

1

設備に関する特例
附則

第２節 設備に関する基準 設備

第３節 運営に関する基準

第三章

指定医療
型障害児
入所施設
の人員、
設備及び
運営に関
する基準



児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準

条 項 号 従う 標準
独自基
準の有
無

独自基準を設定しない理由及び独自基準以外の修正点・理由 備考

1 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 居室・調理室に係る部分に限る
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
5 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
6 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
7 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 面積に係る部分に限る
8 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
9 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

職員 第４９条 ○ ×
生活指導及び学習指導 第５０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
職業指導を行うに当たって遵守すべき事項 第５１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
入所支援計画の作成 第５２条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
児童と起居を共にする職員 第５３条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
保護者等との連絡 第５４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
心理学的及び精神医学的審査 第５５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
入所した児童に対する健康診断 第５６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

1 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 病室・給食施設に係る部分に限る
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
3 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

職員 第５８条 ○ ×
心理学的及び精神医学的審査 第５９条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
入所した児童に対する健康診断 第６０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
児童と起居を共にする職員 第６１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

1 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 調理室、指導訓練室及び遊戯室に係る部分に限る

2 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 面積に係る部分に限る
3 ○ ×
4 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
5 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
6 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 調理室に係る部分に限る

職員 第６３条 ○ ×
生活指導及び計画の作成 第６４条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
保護者等との連絡 第６５条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
入所した児童に対する健康診断 第６６条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
心理学的及び精神医学的審査 第６７条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

1 ○ × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能 病室・調理室に係る部分に限る
2 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

職員 第６９条 ○ × 第５７条において準用する場合を含む
入所した児童に対する健康診断 第７０条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能
生活指導等 第７１条 × 事業を行う最低の基準であり緩和することは不可能

設備の基準 第６８条

第八章の三

医療型児童発達
支援センター

第八章の四

福祉型児童発達
支援センター

第４８条設備の基準

設備の基準 第５７条

第６２条設備の基準

福祉型障害児入
所施設

第八章

医療型障害児入
所施設

第八章の二

章


